
（平成２５年１月３０日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認宮城地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 4 件



宮城厚生年金 事案 2827 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年７月１日から同年 12 月１日まで

の期間について、Ａ社Ｂ事業所（現在は、Ｃ株式会社）に勤務し、Ｄ組合

（現在は、Ｅ組合）の組合員であったことが認められることから、申立人

のＤ組合員としての資格取得日に係る記録を同年７月１日、資格喪失日に

係る記録を同年 12 月１日に訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、16 万 577 円とすることが

妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年７月１日から同年 12 月 15 日まで 

私は、Ｂ事業所に昭和 52 年７月１日に準職員として採用され、同年

７月 11 日まで講習を受け、その後同年８月末までＦ事業所で、同年９

月からＧ事業所で同年 12 月中旬に退職するまで勤務していた。 

申立期間は準職員として勤務していたので、Ｄ組合の組合員期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 52 年７月１日から同年 11 月 30 日までの期間に

ついて、雇用保険の記録、申立人が所持する第＊回新規採用職員講習会修

了生名簿（以下「修了生名簿」という。）及び複数の元同僚の証言により、

申立人がＢ事業所に勤務していたことが確認できる。 

また、申立人が所持する修了生名簿において氏名を確認できる申立人を

除く 14 人のうち、所在が確認できた 12 人は、昭和 52 年７月１日にＤ組

合の組合員資格を取得していることが確認できる上、上記 12 人のうち雇

用保険の記録を確認できた 10 人は、申立人と同様に同年７月１日に雇用

保険の被保険者資格を取得していることが確認できる。 

さらに、前述の 12 人に照会したところ、回答があった６人全員が昭和

52 年７月１日にＢ事業所に準職員として採用されたとしている上、申立

人を記憶している４人は、申立人も同日に準職員として採用されたとして

おり、そのうち３人は、申立人もＤ組合に加入していたと思うと回答して



いる。 

加えて、Ｈ団体は、申立期間当時のＤ組合の取扱いについて、準職員及

び職員を同組合の組合員としていた旨回答している。 

なお、Ｈ団体は、Ｄ組合の組合員は雇用保険が適用とならないことから、

申立人が同組合の組合員として勤務していたことは考え難い旨回答してい

るものの、修了生名簿で個人を特定できた者のうち、雇用保険の記録を確

認できた者は、Ｄ組合の組合員期間であっても雇用保険に加入しているこ

とが確認できる上、複数の元同僚が準職員から職員に身分が変わったと回

答している日が雇用保険の離職日と合致していることから考えると、Ｂ事

業所では、準職員を雇用保険に加入させていたことがうかがえる。 

これらを総合的に判断すると、申立人が昭和 52 年７月１日から同年 11

月 30 日までの期間についてＢ事業所において準職員として勤務し、同年

７月１日から同年 12 月１日までの期間について、Ｄ組合の組合員であっ

たことが認められる。 

Ｄ組合員であった期間は、平成９年４月１日から厚生年金保険法の一部

を改正する法律（平成８年法律第 82 号）附則第５条の規定により厚生年

金保険の被保険者であった期間とみなされることから、申立人のＤ組合員

としての資格取得日に係る記録を昭和 52 年７月１日、資格喪失日に係る

記録を同年 12 月１日に訂正することが必要である。 

なお、当該期間における標準報酬月額については、上記申立人と同時期

に採用された同僚の俸給及び国家公務員等共済組合法等の一部を改正する

法律（昭和 60 年法律第 105 号）附則第９条の規定から判断すると、16 万

577 円とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、昭和 52 年 12 月１日から同年 12 月 15 日までの

期間については、申立人のＢ事業所における雇用保険の離職日は同年 11

月 30 日となっている上、複数の元同僚からも申立人が当該期間に勤務し

ていたことをうかがわせる証言を得ることはできなかった。 

また、Ｈ団体は、厚生年金保険料等の控除に関する書類はＡ社から承継

されていないため、申立期間に係る厚生年金保険料等の控除については不

明である旨回答している。 

このほか、当該期間においてＤ組合員として勤務していた事実及び厚生

年金保険被保険者としての保険料控除に係る事実を確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

昭和 52 年 12 月１日から同年 12 月 15 日までの期間については、申立人が

Ｄ組合員として勤務していたこと及び厚生年金保険被保険者として保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2830 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の株式会社Ａにおける厚生年金保険被保険者資格取得日は昭和

35 年 12 月１日、資格喪失日は 37 年２月１日であると認められることか

ら、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記

録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間に係る標準報酬月額については、昭和 35 年 12 月から

36 年９月までの期間は１万 2,000 円、同年 10 月から 37 年１月までの期

間は１万 4,000 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年 12 月１日から 37 年２月１日まで 

年金記録を確認したところ、Ｂ県Ｃ市にあった株式会社Ａに勤務して

いた時の厚生年金保険の加入記録が無かった。私は、長男を出産した頃

には退職していたが、同社に勤務していたことは間違いなく、また、同

時期に勤務していた私の姉には加入記録があることから、自分に厚生年

金保険の加入記録が無いのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、株式会社Ａの事務所に勤務していたと主張しているところ、

申立人の三姉は、申立人と長姉の３人で、当該事業所の事務所において一

緒に同様の業務に従事していたと証言している上、当該２人の姉は当該事

業所において重複した時期に厚生年金保険の被保険者期間が確認できるこ

とから、申立人が当該事業所に勤務し、厚生年金保険の被保険者資格を取

得していたことが推認できる。 

また、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、

申立人と同姓同名で生年月日が１か月相違した基礎年金番号に統合されて

いない厚生年金保険被保険者記録（資格取得日は昭和 35 年 12 月１日、36

年 10 月１日の定時決定の記録があるが、資格喪失日の記載は無い。）が

確認できるところ、オンライン記録によれば、申立人以外に氏名及び生年



月日が類似する被保険者が確認できないことから、当該未統合記録は申立

人の記録であると判断することができる。 

さらに、申立人は、長男を出産した昭和 37 年＊月＊日よりも１か月ぐ

らい前に退職したと主張していること、及び一緒に働いていたとされる長

姉の当該事業所における厚生年金保険の被保険者期間は 36 年 10 月１日か

ら 37 年５月１日までであることから、申立人に係る資格喪失日について

は、同年２月１日とすることが妥当である。 

これらを総合的に判断すると、株式会社Ａの事業主は、申立人が昭和

35 年 12 月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、37 年２月１日に

被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったこと

が認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、今回統合する申立人の株式

会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の標準報酬月額の記録か

ら、昭和 35 年 12 月から 36 年９月までの期間は１万 2,000 円、同年 10 月

から 37 年１月までの期間は１万 4,000 円とすることが妥当である。 



宮城厚生年金 事案 2831 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、当該期間のうち、平

成２年９月、同年 11 月及び同年 12 月は 11 万 8,000 円、３年１月は 10 万

4,000 円、同年２月は 11 万 8,000 円、同年３月は 11 万円、同年４月から

同年７月までは 11 万 8,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年９月１日から３年８月１日まで 

私は、平成２年９月から５年 12 月まで株式会社Ａに勤務していたが、

２年９月から３年７月までの給料支払明細書にある厚生年金保険料は、

ねんきん定期便にあった標準報酬月額に相当する保険料よりも多く控除

されている。 

申立期間の標準報酬月額を、実際に給与から控除された厚生年金保険

料に応じた標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る標準報酬月額については、当該期間のうち、平成２年９

月及び同年 11 月から３年７月までの期間について、申立人から提出され

た給料支払明細書により、申立人は、当該期間において、オンライン記録

の標準報酬月額よりも高額の給与を支給され、オンライン記録の標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料よりも高額の保険料を事業主により給与から

控除されていたことが確認できる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律（以下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う



標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定し、記録の訂正の要否を判断することとなる。 

したがって、当該期間に係る申立人の標準報酬月額については、上記給

料支払明細書において確認できる保険料控除額及び総支給額から、平成２

年９月、同年 11 月及び同年 12 月は 11 万 8,000 円、３年１月は 10 万

4,000 円、同年２月は 11 万 8,000 円、同年３月は 11 万円、同年４月から

同年７月までは 11 万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は、申立期間当時の記録を確認できる関連資

料が無く不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情が

見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間に係る標準報酬月額のうち、平成２年 10 月については、

申立人が所持する給料支払明細書の厚生年金保険料控除額及び報酬月額に

見合う標準報酬月額の低い方の額は、オンライン記録の標準報酬月額（９

万 8,000 円）と一致していることから、特例法による記録の訂正を行う必

要は認められない。 



宮城国民年金 事案 1745（事案 353 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年４月から 62 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60 年４月から 62 年 12 月まで 

当初の申立てについては、平成 20 年８月 29 日付けで認められないと

いう通知を受けたが、その後、Ａ事業所に勤めていた時の同僚が見付か

ったので、再申立てをする。経営者が従業員全員の国民年金保険料を納

付していたのは間違いないので、納付を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、申立人は、勤めていた事業所の経営者が国民年金

保険料を納付していたと主張するが、申立人の国民年金保険料を納付して

いたとする経営者夫婦や、当時の同僚が特定できず、申立期間当時の状況

について証言を得られないこと、申立期間直後の期間である昭和 63 年１

月から同年３月までの国民年金保険料が、時効直前の平成２年２月 26 日

に納付されており、申立期間の保険料は時効により納付できなかったと推

測されることなどから、既に当委員会の決定に基づき 20 年８月 29 日付け

で年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、新たに同僚が見付かったとして再申立てを行っている

ところ、オンライン記録の検索によりその同僚と思われる者が確認できた

ものの、申立人からは、その同僚に直接照会しないでほしいとの要望があ

ったことから、当該同僚から申立内容を裏付ける状況等を確認することは

できなかった。 

そのほかに、申立人からは、申立期間の国民年金保険料を納付していた

ことをうかがわせる新たな資料等の提出は無く、ほかに委員会の当初の決

定を変更すべき事情も見当たらないことから、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



宮城国民年金 事案 1746 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年３月から同年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年３月から同年９月まで 

私は、20 歳に到達した当時、国民年金への認識が乏しく、無職であ

ったこともあり、最初の国民年金保険料は未納となってしまった。この

ままではいけないと思っていたところ、口座振替で国民年金保険料を納

付することができることを知り、平成４年 10 月からＡ金融機関から口

座振替で保険料を納付することとした。未納となった保険料を早期に納

付しなければならないと考えていたところ、役所から通知が来て、未納

となった期間の保険料をまとめて納付することが可能であることを知っ

たので、６年 12 月分のアルバイトの給料を基に、同年 12 月にＢ市役所

から送付されてきた納付書に現金を添えて銀行で納付した。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付した時期について、平成６

年 12 月のアルバイトで得た給料を基に、同年 12 月に金融機関で納付した

と述べている。しかしながら、この時点では、申立期間の国民年金保険料

は、時効により納付することができなかったものと考えられ、仮に金融機

関が申立期間の国民年金保険料を時効後に収納したとすれば、時効後納付

による過誤納となり、還付又は他期間への充当が行われているものと考え
せき

られるが、オンライン記録によれば、その事蹟は見当たらない。 

また、Ｂ市の国民年金被保険者記録票（電子データ）によれば、申立期

間の国民年金保険料は未納とされており、オンライン記録とも一致する。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1747 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52 年 10 月から 54 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年 10 月から 54 年３月まで 

年金記録の調査を依頼したところ、申立期間について国民年金保険料

の納付記録が確認できないとの結果が送られてきた。 

しかし、申立期間前に国民年金保険料を納付した実績が４か月あるこ

とから、その後の申立期間が未納となっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市（現在は、Ｂ市）が作成した申立人に係る住民票によれば、国民年

金の資格得喪の欄は空欄となっている上、申立人が申立期間の前後に居住

したＣ町（現在は、Ｄ市）の国民年金被保険者台帳及び国民年金被保険者

名簿並びにＥ町（現在は、Ｂ市）の作成した国民年金被保険者名簿におい

ても、申立人が申立期間に被保険者資格を取得した記録は確認できないこ

とから、申立期間は未加入期間として取り扱われ、申立人に対して納付書

が発行されることは無く、保険料を納付することはできなかったと考えら

れる。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿及びオンライン記録を確認したが、

申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1748 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 10 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生

住    所 ：  

 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 10 年４月から同年６月まで 

国民年金保険料の納付記録を照会したところ、申立期間が未納となっ

ていた。 

私は、申立期間の国民年金保険料を未納としたまま、その後の保険料

を納付したとは考えられない上、申立期間の保険料は、市役所の窓口又

は農協の窓口で現年度納付したことを覚えているので、申立期間につい

て、国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を現年度で納付したと述べている

ところ、オンライン記録によれば、平成 12 年１月６日に申立期間の過年

度納付書が発行されたことが確認でき、その納付書が発行された時点では、

申立期間は未納期間であったと考えられることから、申立期間の保険料が

現年度納付されたとは考え難い。 

また、基礎年金番号が導入された平成９年１月以降は、年金記録管理業

務のオンライン化、電算による納付書作成、領収済通知書の光学式文字読

取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処理の機械化が図られたことにより、

記録漏れ、記録誤り等が生ずる可能性は極めて低いと考えられることから、

申立期間において、記録の過誤が生じたとは考え難い。 

さらに、申立人に対し、別の国民年金手帳記号番号が払い出された事情

は見当たらない上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2828 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年６月から同年 12 月まで 

             ② 昭和 41 年９月から 42 年 10 月まで 

申立期間①については、Ａ県Ｂ市のＣ事業所に勤務し、Ｄ業務を行っ

ていた。申立期間②については、Ｅ社Ｆ支店に勤務し、Ｇ業務を行って

いた。両期間とも給料から厚生年金保険料を引かれていた記憶があるこ

とから、厚生年金保険の被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、Ｃ事業所で勤務していたと主張してい

るところ、商業登記簿謄本により、申立人が主張する事業所の所在地に有

限会社Ｈ（現在は、有限会社Ｉ）が確認できる上、申立人が勤務内容を具

体的に記憶していることから、勤務期間は特定できないものの、申立人が

有限会社Ｈに勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、有限会社Ｈが厚生年金保険の

適用事業所であった記録は見当たらない上、商業登記簿謄本において確認

できる申立期間①当時の代表取締役、及び２人の取締役のうち１人は、当

該期間当時は国民年金の被保険者として国民年金保険料を納付しており、

他の１人の取締役も、当該事業所とは別の事業所で厚生年金保険の被保険

者となっていることが確認できる。 

また、有限会社Ｉの現在の事業主は、「有限会社Ｈは昭和 57 年に閉店

し、当時の経営者であった父も平成４年に亡くなっており、当時の資料も

無い。」旨回答しており、申立人の勤務状況等について確認することがで

きない。 

さらに、申立人は、申立期間①当時の同僚等の氏名について記憶してい



ないことから、申立人の申立てに係る事業所における勤務実態等を確認で

きない。 

申立期間②について、オンライン記録によると、Ｅ社Ｆ支店が厚生年金

保険の適用事業所であった記録は見当たらない上、Ｊ法務局管内において

該当する法人が確認できない。 

また、申立人が記憶する２人の同僚について、当該同僚のオンライン記

録を確認したが、Ｅ社Ｆ支店で厚生年金保険に加入していた記録は見当た

らない上、照会に対して回答のあった１人は、申立人と一緒に勤務してい

たとしているものの、事業所名及び勤務状況等について具体的な証言が得

られなかった。 

さらに、オンライン記録において、Ｅ社Ｆ支店と名称が類似する３事業

所（Ａ県Ｋ市に所在する株式会社Ｌ、Ｍ県Ｎ市に所在する株式会社Ｏ（後

に、Ｐ社に名称変更）及びＱ社（後に、株式会社Ｒに名称変更））の健康

保険厚生年金保険被保険者名簿及び原票を確認したが、申立人及び上記２

人の同僚の氏名は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2829（事案 2473 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年５月１日から同年６月１日まで 

私の夫は、Ａ株式会社に昭和 31 年 10 月から平成８年８月末日まで勤

務したが、申立期間の１か月だけ厚生年金保険の加入記録が抜けている。 

前回の結果に納得がいかないので、再度調査をして厚生年金保険の記

録を訂正してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについて、申立人の妻は、「夫は、Ｂ県Ｃ市の実

家を継ぐために退職願を出したが、社長が実家に来て退職願を破棄したの

で退職とはならなかったはずだ。」と主張しているところ、ⅰ）申立人の

退職願を破棄したとする社長は既に亡くなっており、申立てを裏付ける証

言を得ることができないこと、ⅱ）Ａ株式会社が作成した「健康保険厚生

年金保険被保険者台帳」によると、申立人は、昭和 48 年５月１日に被保

険者資格を喪失し、同年６月１日に再取得している記録となっており、申

立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオンライン記録と一致して

いること、ⅲ）同社における申立期間に係る雇用保険の記録によると、申

立人は、同年４月 30 日に離職し、同年６月１日に被保険者資格を再取得

した記録となっており、厚生年金保険の被保険者期間と合致していること、

ⅳ）複数の元同僚は、申立人は一度退社し再入社したとしており、「申立

期間に厚生年金保険や雇用保険の記録が無いのであれば、その期間は申立

人が退職していた時期であると思う。」旨述べている上、そのうちの一人

で、申立人が従事したとするＢ県のＤ業務（作業期間：昭和 47 年９月か



ら 50 年５月まで）の作業所で事務を担当していたとする者は、「私は、

Ｄ業務の現場で申立人から退職願を受け取り、Ｅ支店に提出した。再入社

については、本人が直接Ｅ支店に行って再入社の意思を伝え、再度採用と

なった。」旨証言していることなどから、当委員会は、申立人が厚生年金

保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできないと決定し、同決定に基づき、平成

23 年７月８日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われて

いる。 

今回、申立人の妻は、上記の年金記録の訂正は必要でないとする通知に

納得できないとして、申立期間当時の状況を記載した文書等を提出し再申

立てを行っているが、申立てに係る新たな資料等は無く、その他に委員会

の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が

厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2832 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56 年４月１日から 60 年４月１日まで 

私は、昭和 56 年４月から 60 年３月までの期間、Ａ株式会社に勤務し

ていたが、年金記録を確認したところ、厚生年金保険の未加入期間とさ

れている。 

勤務していたのは間違いないので、調査の上、申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時、Ａ株式会社と取引があった個人事業主は、「昭和 56 年

半ば頃から 60 年春頃までＡ株式会社と取引があり、その間、申立人は、

Ｂ業務の担当者として同社に勤務していた。」旨証言していることから、

申立人は、申立期間において同社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、オンライン記録及び事業所検索システムにおいて、Ａ株

式会社及び類似する名称の事業所を検索したが、Ａ株式会社が厚生年金保

険の適用事業所であった形跡は見当たらない。 

また、Ａ株式会社は、Ｃ株式会社に商号変更した後解散している上、申

立期間当時の事業主は所在不明となっていることから、申立人のＡ株式会

社における勤務実態及び厚生年金保険の加入状況を確認することができな

い。 

さらに、申立人は、申立期間の前に勤務していた事業所から同僚２名が

Ａ株式会社に移ったとしているところ、当該同僚２名に照会したが、いず

れも回答を得られない上、オンライン記録によれば、うち１名の申立期間

における被保険者記録は、国民年金の被保険者期間（保険料納付済み）及

び他の事業所における厚生年金保険の被保険者期間となっている。 



このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2833 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31 年５月 10 日から 41 年２月 27 日まで 

私が働いていた当時の給料は 6,000 円ぐらいだったと思うが、社会保

険事務所（当時）で見た資料によると、脱退手当金の額は２万数千円だ

ったので当時のお金としてはかなりの金額になり、受給したとすれば記

憶に残っていると思う。しかし、そのような記憶が全く無いので今回申

立てを行う。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係るＡ株式会社の健康保険厚生年金保険被保険者台帳及び厚生

年金保険被保険者記号番号払出簿の申立人の厚生年金保険被保険者記号番

号の欄には、脱退手当金の請求が行われたことをうかがわせる「脱」の表

示が記されている。 

また、支給されたとする申立期間に係る脱退手当金は、計算に誤りは無

く支給額は適正であり、厚生年金保険被保険者資格喪失日（昭和 41 年２

月 27 日）から約１か月半後の昭和 41 年４月 11 日に支給決定されている

など、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 




